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国
に
よ
る
基
準
の
違
い
は
、
貿
易
障
壁
と
な
り
得
る
。
そ
の
た

め
、国
際
標
準
化
機
構
（
Ｉ
Ｓ
Ｏ
）、国
際
電
気
標
準
会
議
（
Ｉ
Ｅ
Ｃ
）

な
ど
の
国
際
組
織
が
国
際
標
準
を
策
定
し
、
そ
れ
を
多
く
の
国
々
が

採
用
す
る
と
い
う
取
り
組
み
が
長
ら
く
行
わ
れ
て
き
た
。
世
界
貿
易

機
関
（
Ｗ
Ｔ
Ｏ
）
に
お
い
て
も
、「
貿
易
の
技
術
的
障
害
に
関
す
る

協
定
」
で
、
国
際
規
格
を
基
礎
と
し
た
加
盟
国
内
の
強
制
規
格
の
策

定
、
国
際
標
準
化
活
動
へ
の
積
極
的
参
加
に
関
す
る
条
項
が
盛
り
込

ま
れ
、
基
準
を
め
ぐ
る
国
際
的
調
和
・
協
力
が
加
盟
国
に
求
め
ら
れ

て
き
た
。

　

こ
う
し
た
中
、
中
国
政
府
は
積
極
的
に
国
際
標
準
化
活
動
に
参
画

す
る
よ
う
に
な
っ
て
お
り
、
よ
り
多
く
の
Ｉ
Ｓ
Ｏ
や
Ｉ
Ｅ
Ｃ
の
技
術

委
員
会
、
分
科
委
員
会
の
事
務
局
ポ
ス
ト
に
就
く
よ
う
に
な
っ
て
い

る
。
そ
の
一
方
で
、
中
国
は
国
際
標
準
の
採
用
比
率
を
低
下
さ
せ
て

い
る
。
中
国
の
「
国
家
標
準
」
の
う
ち
、
全
面
的
な
い
し
は
部
分
的

に
で
も
国
際
標
準
を
採
用
し
て
い
る
比
率
は
二
〇
一
〇
年
の
三
四
％

か
ら
、
一
七
年
に
は
二
二
％
に
ま
で
落
ち
て
い
る
。
一
九
年
現
在
も

国
際
標
準
採
用
率
は
二
四
％
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
（
図
）。

「
国
家
標
準
」と
は
、中
国
国
務
院
の
標
準
化
行
政
主
管
部
門
が
承
認
・

公
布
し
、全
国
に
適
用
し
て
い
る
標
準
を
指
し
、「
強
制
標
準
」
と
「
推

奨
標
準
」（
非
強
制
的
標
準
）
に
大
別
さ
れ
る
が
、「
強
制
標
準
」
の

方
が「
奨
励
標
準
」と
比
べ
て
国
際
標
準
採
用
率
が
低
く（
二
〇
一
〇

〜
一
九
年
公
布
分
で
そ
れ
ぞ
れ
二
一
％
、
二
八
％
）、
中
国
独
自
標

準
を
採
用
す
る
傾
向
が
み
ら
れ
る
。
分
野
別
で
は
、
農
業
、
鉱
物
資

源
・
同
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
関
連
と
い
っ
た
内
需
依
存
型
の
産
業
に
加

え
、
情
報
技
術
・
事
務
機
械
、
科
学
技
術
な
ど
、
安
全
保
障
や
先
端

科
学
に
関
わ
る
分
野
で
中
国
独
自
標
準
の
採
用
率
が
高
い
。
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　　 中国の国際標準採用率は
低下傾向
2019年の採用率は24％
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独
自
標
準
の
国
際
化
に
動
く
中
国

　

中
国
独
自
標
準
が
増
え
る
ほ
ど
、
中
国
市
場
へ
の
参
入
コ
ス
ト
が

高
ま
り
や
す
い
。
実
際
、
諸
外
国
か
ら
貿
易
阻
害
的
だ
と
指
摘
さ
れ

て
い
る
中
国
独
自
標
準
も
あ
る
。
ま
た
、
国
際
標
準
を
取
り
入
れ
て

は
い
て
も
、
他
国
で
は
非
強
制
的
な
標
準
が
中
国
で
は
強
制
的
な
標

準
に
な
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
米
中
貿
易
全
国
委
員
会
（
中
国

ビ
ジ
ネ
ス
に
従
事
し
て
い
る
米
国
企
業
の
組
織
）
は
、
サ
イ
バ
ー
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
や
暗
号
関
連
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
や
殺
虫
剤
最
大

残
留
限
界
に
関
す
る
標
準
な
ど
を
中
国
特
有
の
「
問
題
あ
る
標
準
」

だ
と
し
て
例
示
し
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
は
、
外
資
系
企
業
も
中
国
の

標
準
策
定
プ
ロ
セ
ス
に
よ
り
効
果
的
に
参
画
で
き
る
よ
う
に
す
る
必

要
が
あ
る
。
二
〇
一
七
年
一
一
月
公
布
の
「
外
商
投
資
企
業
に
よ
る

わ
が
国
標
準
化
工
作
へ
の
参
加
に
関
す
る
指
導
意
見
」
で
は
、
在
中

国
外
資
系
企
業
に
中
国
系
企
業
と
同
様
の
待
遇
を
与
え
る
と
さ
れ
た

が
、
幅
広
い
意
見
聴
取
の
実
施
、
安
全
保
障
を
理
由
と
し
た
参
加
制

限
の
緩
和
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
が
依
然
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

中
国
政
府
は
、
今
後
一
五
年
の
標
準
化
戦
略
に
関
す
る
綱
領
的
文

書
「
中
国
標
準
２
０
３
５
」
の
制
定
に
向
け
て
一
八
年
か
ら
研
究
を

始
め
て
い
る
。
ま
だ
そ
の
具
体
的
な
方
向
性
は
見
え
な
い
が
、
自
国

標
準
を
戦
略
的
に
策
定
し
た
後
、
そ
れ
を
国
際
化
し
て
い
く
動
き
が

強
ま
る
可
能
性
が
高
い
と
み
ら
れ
る
。
標
準
策
定
過
程
の
さ
ら
な
る

透
明
化
と
外
資
系
企
業
の
参
画
保
障
を
、
中
国
政
府
に
働
き
か
け
て

い
く
必
要
が
あ
ろ
う
。
●
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図：中国の国家標準における国際標準の採用率

国際標準採用件数 （左目盛）

国際標準採用率 （右目盛）

中国独自標準採用件数 （左目盛）
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（注）「年」は、公布日基準。
（出所）「全国标准信息公共服务平台」
（http://std.samr.gov.cn/gb/search/gbAdvancedSearch?type=std）より作成。




